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｢特定転貸事業者等の違反行為に対する監督処分の基準｣の策定について 

 

国土交通省から標記についての周知依頼がありましたのでお知らせします。詳細は別添

資料をご参照ください 

 

記 

 

１．通知等資料   (1)｢特定転貸事業者等の違反行為に対する監督処分の基準｣の策定に

ついて(令和２年１２月１０日 国不参第２７号) 

①特定転貸事業者等の違反行為に対する監督処分の基準 

②(別表)法第３３条、法第３４条に規定する違反行為に対する基本の

監督処分内容(Ⅱ１(1)、(2)関係) 

③様式(勧告書、指示書、業務停止命令書) 

(2)(参考)監督処分の決定に至るプロセス(サブリース)、指示処分・業務

停止処分に係る基本的な考え方 

※(1)の②と③、(2)は全住協ＨＰにも掲載 

 

２．参 考 Ｈ Ｐ (1)賃貸住宅管理業法 法律、政省令、解釈・運用の考え方、ガイド

ラインについて 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk3_000001_00004.html 

 

３．問 合 せ 先 (一社)全国住宅産業協会 担当：原田 

          ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１ 

   以 上  

 



国 不 参 第 ２ ７ 号

令和２年１２月１０日

各業界団体の長 殿

国土交通省不動産・建設経済局長

「特定転貸事業者等の違反行為に対する監督処分の基準」の策定について

賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和 2年法律第 60号）が令和 2年 6月

19 日に公布され、法の一部の規定については、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する

法律の一部施行期日を定める政令（令和 2 年政令第 312 号）に基づき同年 12 月 15 日か

ら施行されることを受け、「特定転貸事業者等の違反行為に対する監督処分の基準」並

びに勧告書、指示書及び業務停止命令書の様式を別添のとおり策定し、各地方支分部局

等の長あてに通知しているところである。

ついては、貴団体におかれても、貴団体加盟の業者に対する周知徹底方よろしくお願

いする。
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特定転貸事業者等の違反行為に対する監督処分の基準 

 

Ⅰ．通則 

１．本基準の適用範囲 

本基準は、特定転貸事業者又は勧誘者（以下「特定転貸事業者等」という。）による

違反行為（賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和２年法律第６０号。以

下「法」という。）第３３条の規定による指示処分並びに法第３４条の規定による業務

停止処分（同条の規定による勧誘停止処分を含む。）の対象となる行為をいう。以下同

じ。）について、法第３３条の規定による指示処分又は法第３４条の規定による業務

停止処分をする場合の基準を定める。 
 
２．監督処分の内容の決定 

２－１．監督処分内容の決定手続 

（１）監督処分は、原則として、当該監督処分をしようとする日前５年間に当該特定

転貸事業者等がした違反行為に対しすることとする。 
（２）一の違反行為に対し監督処分をしようとする場合の監督処分の内容は、Ⅱの規

定に基づき定めることとする。なお、監督処分の内容が業務停止処分の場合は、２

－３の規定による加重の要否を判断して定めることとする。 
（３）複数の違反行為に対し一の監督処分をしようとする場合の監督処分の内容（一

の特定転貸事業者等に対し、指示処分及び業務停止処分を同時にする場合を含む。

以下同じ。）は、各違反行為に対してⅡの規定に基づき定めることとする。なお、監

督処分の内容が業務停止処分の場合は、２－２の規定による調整を行ったうえ、２

－３の規定による加重の要否を判断して定めることとする。 
（４）（２）又は（３）の規定により定められた監督処分の内容については、斟酌すべ

き特段の事情がある場合に、これを加重又は軽減することを妨げない。 
 
２－２．複数の違反行為に対し一の監督処分をしようとする場合の調整 

（１）複数の違反行為に対し一の監督処分をしようとする場合において、Ⅱの規定に

より業務停止処分とすべき違反行為が複数含まれているときは、これらの違反行為

に対する業務停止期間については、次の①又は②の日数のうち、より短期である日

数とする。 
① Ⅱの規定に基づき定めた各違反行為に対する業務停止期間のうち最も長期であ

るものに、２分の３を乗じて得た日数（その日数に１日未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。２－３並びにⅡ．１（３）及び（４）において同

じ。） 
② Ⅱの規定に基づき定めた各違反行為に対する業務停止期間を合計して得た日数 

（２）（１）の場合において、当該複数の違反行為（直接契約に係る違反行為に限る。）

が複数の契約に係るものであるときにおける（１）①の規定の適用については、同
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規定中「２分の３」とあるのは、「２」とする。 
 
２－３．違反行為を重ねて行った場合の加重 

法第３４条の規定による業務停止処分をしようとする場合において、当該処分の対

象である違反行為のあった日（複数の違反行為に対し一の監督処分をしようとする場

合にあっては、当該複数の違反行為のうち最も早期に発生した違反行為のあった日）

前５年間に、当該特定転貸事業者等が法第３３条の規定による指示処分又は法第３４

条の規定による業務停止処分を受けていたときは、業務停止期間について、Ⅱの規定

に基づき定めた日数（２－２の規定による業務停止期間の調整が行われたときは、当

該調整後の日数）に２分の３を乗じて得た日数に加重することとする。 
 
３．監督処分の方法 

３－１．地域を限定した業務停止処分 

法第３４条の規定による業務停止処分をしようとする場合において、当該違反行為

が一の事務所のみにおいて行われたものであり、当該違反行為があった時点において、

当該特定転貸事業者等の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準

ずる者をいい、相談役、顧問、その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法

人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支

配力を有するものと認められる者を含む。）が、当該違反行為の存在を知らず、かつ、

知らなかったことについてその責めに帰すべき理由がないことが明らかであるとき

は、当該違反行為により関係者に重大な損害が発生し、又は発生するおそれが大であ

るとき、当該違反行為による社会的影響が大であるときその他地域を限定して業務停

止処分をすることが不適切と認められる事情があるときを除き、以下の業務のみの停

止を命ずることができる。 
① 当該違反行為を行った事務所の業務 
② 当該事務所の所在地を管轄する地方整備局、北海道開発局又は沖縄総合事務局

の管轄する区域における当該特定転貸事業者等の業務 
 
３－２．指示処分及び業務停止処分を一の監督処分によりしようとする場合の取扱い 

法第３３条の規定による指示処分及び法第３４条の規定による業務停止処分を一

の監督処分によりしようとする場合には、当該指示処分に係る指示書及び当該業務停

止処分に係る業務停止命令書の双方を交付することとする。 
 
３－３．業務停止処分をする場合における文書勧告 

法第３４条の規定による業務停止処分をする場合には、業務停止命令書を交付する

とともに、行政手続法（平成５年法律第８８号）第２条第６号に規定する行政指導と

して、特定賃貸借契約の適正化及び違反行為の再発防止を目的として、勧告書を交付

することとする。 
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① 業務停止処分を受けた年月日 
② 業務停止処分を受けた旨 
③ 業務停止処分の内容 
④ 業務停止処分の理由 

 
３－４．業務停止を開始すべき時期 

法第３４条の規定による業務停止処分をしようとする場合には、直ちに業務を停止

させなければ関係者の新たな損害が発生するおそれが大であるとき、その他直ちに業

務を停止させることが必要な特段の事情がある場合を除き、原則として、業務停止命

令書の交付の日から起算して２週間を経過した日を、業務停止の開始日として指定す

ることとする。ただし、広告の撤収、関係者への連絡その他の特定転貸事業者等によ

る業務停止に向けた準備行為に２週間以上要すると見込まれる場合には、業務停止命

令書の交付日から業務停止の開始日までの期間について、２週間以上とすることを妨

げない。 
 
３－５．指示処分をした後における調査等 

法第３３条の規定による指示処分をした場合においては、指示書に記載された内容

に関する特定転貸事業者等の実施状況の調査その他の所要の措置を講ずることとす

る。 
 
４．業務停止期間中において禁止される行為及び許容される行為 

（１）法第３４条第１項の規定による業務停止処分を受けた特定転貸事業者は、業務

停止期間中において、業務停止の開始日前に締結された契約に基づき賃借した賃貸

住宅を第三者に転貸する事業を執行する行為を除き、特定賃貸借契約に関する行為

はできないこととする。 
（２）法第３４条第２項の規定による業務停止処分を受けた勧誘者は、業務停止期間

中において、特定賃貸借契約の締結について勧誘を行うことはできないこととする。 
（３）（１）、（２）の規定に基づき、業務停止期間中において禁止される行為及び許容

される行為を例示すると、以下のとおりとなる。 
① 禁止される行為 
イ 広告（広告媒体の種類にかかわらず、新たな特定賃貸借契約の締結を誘引す

ることを目的として、当該特定転貸事業者の特定賃貸借契約の内容等を表示し

ているものに限る） 
ロ 新たな特定賃貸借契約の締結を目的とする業務（照会に対する対応及び来客

対応等） 
ハ 新たな特定賃貸借契約の締結及び業務停止の開始日前に締結された特定賃貸

借契約と異なる条件による更新 
二 新たな特定賃貸借契約の締結の勧誘及び業務停止の開始日前に締結された特
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定賃貸借契約と異なる条件による更新の勧誘並びに勧誘者にこれらの勧誘を行

わせること 
② 許容される行為 
イ 業務停止の開始日前に締結された特定賃貸借契約に基づき賃借した賃貸住宅

を第三者に転貸する事業を執行する行為（ロの規定により同一の条件で更新さ

れた特定賃貸借契約に基づくものを含む。） 
ロ 業務停止の開始日前に締結された特定賃貸借契約の同一の条件による更新 

 
（４）業務停止処分を受けた特定転貸事業者が、業務停止の開始日前に締結された特

定賃貸借契約に基づき賃借した賃貸住宅を第三者に転貸する事業を執行する行為

について、これを不適正に執行するおそれが大である場合には、（３）②の行為を禁

止することができる。 
 
５．監督処分の内容の公表 

本基準に基づく監督処分を含め、法第３３条の規定による指示処分及び法第３４条

の規定による業務停止処分をしたときは、次に掲げる事項について、ホームページへ

の掲載により公表することとする。 
①当該処分をした日 
②当該処分を受けた特定転貸事業者等の商号又は名称、主たる事務所の所在地、代

表者の氏名、 
③当該処分の内容 
④当該処分の理由 

 
Ⅱ．各違反行為に対する監督処分 

１ 法第３３条、法第３４条に規定する違反行為に対する監督処分 

（１）特定転貸事業者が、法第２８条から法第３２条までの規定に違反する行為をし

た場合、又は勧誘者が法第２８条、法第２９条の規定に違反した場合には、（２）の

場合を除き、法第３３条の規定により、指示処分をすることとする。 
（２）特定転貸事業者が法第２８条から法第３２条までの規定に違反する行為をした

場合、又は勧誘者が法第２８条、法第２９条の規定に違反した場合であって、その

行為態様や当該行為によって生じた損害の程度、損害の有無等の観点を総合的に考

慮の上、必要と認められる場合、法第３４条の規定により業務停止処分をすること

とする。この場合において、業務停止期間については、別表に定める日数に、必要

に応じ（３）の規定による加重をして定めることとする。 
（３）特定転貸事業者が法第２８条から法第３２条までの規定に違反する行為をした

場合、又は勧誘者が法第２８条、法第２９条の規定に違反する行為をした場合であ

って、（２）に基づく業務停止処分に該当し、かつ、当該行為が、次に掲げる加重事

由のいずれかに該当する場合には、業務停止期間について、別表に定める日数に２
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分の３を乗じて得た日数に加重することができる。 
①当該行為により発生し、又は発生が見込まれる関係者の損害の程度が、特に大き

い場合 
②当該行為の態様が、特に悪質である場合 
③当該行為による違反状態が長期にわたっている場合 
④当該行為が及ぼす社会的影響が大きい場合 

（４）特定転貸事業者が法第２８条から法第３２条までの規定に違反する行為をした

場合、又は勧誘者が法第２８条、法第２９条の規定に違反する行為をした場合であ

って、（２）に基づく業務停止処分に該当し、かつ、当該行為が、次に掲げる事由の

いずれかに該当するときは、法第３３条の規定による指示処分に軽減することがで

きる。 
①当該行為による関係者の損害が発生せず、かつ、今後発生することが見込まれな

い場合 
② 監督処分権者が当該行為の存在を覚知するまで、又は監督処分権者の指摘に応

じ、直ちに、特定転貸事業者等が関係者の損害の補填に関する取組みを開始した

場合であって、当該補填の内容が合理的であり、かつ、当該特定転貸事業者等の

対応が誠実であると認められる場合 
③ 監督処分権者が当該行為の存在を覚知するまで、又は監督処分権者の指摘に応

じ、直ちに違反状態を是正した場合（関係者の損害が発生した場合には、②の事

由にも該当する場合に限る。） 
（５）特定転貸事業者が法第２８条から法第３２条までの規定に違反する行為をした

場合、又は勧誘者が法第２８条、法第２９条の規定に違反する行為をした場合であ

って、（２）に基づく業務停止処分に該当し、かつ、当該行為が、次に掲げる軽減事

由のいずれかに該当するときは、業務停止期間について、別表に定める日数に４分

の３を乗じて得た日数に軽減することができる。ただし、次に掲げる軽減事由のい

ずれかに該当し、かつ（３）に掲げる加重事由のいずれかに該当した場合には、（３）

の規定による加重措置及びこの軽減措置は適用せず、別表に定める日数を適用する

こととする。 
①特定転貸事業者が法第２８条から法第３２条までの規定に違反する行為をした

場合、又は勧誘者が法第２８条、法第２９条の規定に違反する行為をした場合で

あって、当該行為によって発生し、又は発生が見込まれる関係者の損害が軽微で

ある場合 
②特定転貸事業者等が、関係者の損害の全部又は一部を補填した場合（（４）②に該

当する場合を除く。） 
 
２．指示処分に従わない場合等における監督処分 

（１）特定転貸事業者等が、法第３３条の規定による指示の内容に従わなかった場合

には、法第３４条の規定により、１５日の業務停止処分をすることとする。 
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３．業務停止期間中の違反行為に対する監督処分 

 業務停止期間中に、特定転貸事業者が法第２８条から法第３２条までの規定に違反

する行為をした場合若しくは勧誘者が法第２８条若しくは法第２９条の規定に違

反した場合、又は特定転貸事業者若しくは勧誘者が法第３３条の規定による指示に

従わないときは、業務停止処分をすることとし、当該違反行為に係る業務停止期間

について、Ⅱの規定に基づき定めた日数（Ⅰ．２－２の規定による業務停止期間の

調整が行われたときは、当該調整後の日数）に２分の３を乗じて得た日数に加重す

ることとする。 
 
Ⅲ．施行期日等 

（１）この基準は、令和２年１２月１５日から施行する。 
（２）違反行為の軽重及び態様、違反行為後の特定転貸事業者等の措置状況等を総合

的に勘案したうえで、監督処分に至らない違反行為については、行政手続法（平成

５年法律第８８号）第２条第６号に規定する行政指導として、必要な指導、勧告、

助言その他の行為をすることとする。 
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（別表）法第３３条、法第３４条に規定する違反行為に対する基本の監督処分内容（Ⅱ１（１）、（２）関係） 
 

違反行為の概要 監督処分内容 

１．特定賃貸借契約の相手

方に支払う家賃の額、支払

期日及び支払方法等の賃

貸の条件並びにその変更

に関する事項についての

誇大広告等 

（１）法第２８条及び規則第３条第１号の規定に違反して、特定賃貸借契約の条

件について広告するときに、特定賃貸借契約の相手方に支払う家賃その他賃貸

の条件に関する事項について誇大広告等をした場合 
 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止７日 

（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合（（４）

の場合を除く） 
業務停止１５日 

（４）（１）の場合において、当該関係者の損害の程度が大であると認められる

場合 
業務停止３０日 

２．賃貸住宅の維持保全の

実施方法についての誇大

広告等 

（１）法第２８条及び規則第３条第２号の規定に違反して、特定賃貸借契約の条

件について広告をするときに、特定転貸事業者が行う賃貸住宅の維持保全の実

施方法について誇大広告等をした場合 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止７日 
 

（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合（（４）

の場合を除く） 
業務停止１５日 

（４）（１）の場合において、当該関係者の損害の程度が大であると認められる

場合 
業務停止３０日 
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３．契約期間に発生する維

持保全に要する費用の分

担に関する事項について

の誇大広告等 

（１）法第２８条及び規則第３条第３号の規定に違反して、特定賃貸借契約の条

件について広告するときに、特定賃貸借契約の契約期間に発生する維持保全の

費用の分担に関する事項について誇大広告等をした場合 
 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止７日 

（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合（（４）

の場合を除く） 
業務停止１５日 

（４）（１）の場合において、当該関係者の損害の程度が大であると認められる

場合 
業務停止３０日 

４．特定賃貸借契約の解除

に関する事項についての

誇大広告等 

（１）法第２８条及び規則第３条第４号の規定に違反して、特定賃貸借契約の条

件について広告するときに、特定賃貸借契約の解除に関する事項について誇大

広告等をした場合 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止７日 

（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合（（４）

の場合を除く） 
業務停止１５日 

（４）（１）の場合において、当該関係者の損害の程度が大であると認められる

場合 
業務停止３０日 

５．重要な事項に関する故

意の不告知等 
法第２９条第１項の規定に違反して、重要な事項について、故意に事実を告げ

ず、又は不実のことを告げた場合 
業務停止９０日 

６．契約締結等を目的とし

た特定転貸事業者等の相

手方等に対する威迫 

（１）法第２９条第２項及び規則第４条第１号の規定に違反して、特定賃貸借契

の締結等を目的として特定賃貸借契約の相手方又は相手方となろうとする者

（以下「相手方等」という。）を威迫する行為をした場合 

指示 
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（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止１５日 

（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合 業務停止３０日 

７．迷惑を覚えさせる時間

の電話又は訪問による契

約締結等の勧誘 

（１）法第２９条第２項及び規則第４条第２号の規定に違反して、特定賃貸借契

約の締結等について相手方等に迷惑を覚えさせるような時間に電話又は訪問に

より勧誘する行為をした場合 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止１５日 

（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合 業務停止３０日 

８．私生活又は業務の平穏

を害する方法による契約

締結等の勧誘 

（１）法第２９条第２項及び規則第４条第３号の規定に違反して、特定賃貸借契

約の締結等について深夜又は長時間の勧誘その他の私生活又は業務の平穏を害

するような方法により相手方等を困惑させる行為をした場合 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止１５日 

（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合 業務停止３０日 

９．相手方等が契約を締結

等しない旨等の意思表示

をした場合の再勧誘 

（１）法第２９条第２項及び規則第４条第４号の規定に違反して、特定賃貸借契

約の締結等をしない旨の意思を表示した相手方等に対して執ように勧誘する行

為をした場合 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止１５日 
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（３）（１）の場合において、当該行為により関係者の損害が発生した場合 業務停止３０日 

１０．重要事項説明義務違

反 
（１） 次のいずれかに該当する場合（（２）の場合を除く） 

① 法第３０条の書面に、規則第６条に掲げる事項の一部を記載せず、又は

事実と異なる記載をした場合 
② 法第３０条の書面を交付したものの、説明はしなかった場合 

指示 

（２）（１）①、②のいずれかに該当する場合であって、当該行為の態様が悪質

である場合等 
業務停止７日 

（３）（１）の場合において、当該違反行為により関係者の損害が発生した場合

（（４）の場合を除く） 
業務停止１５日 

（４）（１）の場合において、当該関係者の損害の程度が大であると認められる

場合 
業務停止３０日 

１１．重要事項説明義務違

反 
（５）法第３０条の規定に違反して、同条の書面を交付しなかった場合 業務停止１５日 

（６）（５）の場合において、当該違反行為により関係者の損害が発生した場合

（（７）の場合を除く） 
業務停止３０日 

（７）（５）の場合において、当該関係者の損害の程度が大であると認められる

場合 
業務停止６０日 

１２．契約締結時の書面交

付義務違反 
（１）法第３１条の書面に、同条第１項各号及び規則第９条に掲げる事項の一部

を記載せず、又は事実と異なる記載をした場合 
指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止７日 

（３）法第３１条の規定に違反して、契約締結時に書面を交付しなかった場合 業務停止１５日 
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１３．書類の閲覧義務違反 （１）法第３２条の規定に違反して同条規定の書類を、業務を行う営業所等に備

え置かなかった又は特定賃貸借契約の相手方等による閲覧の求めに応じなかっ

た場合 

指示 

（２）（１）の場合において、当該行為の態様が悪質である場合等 業務停止７日 

（３）（１）の場合において、当該違反行為により関係者の損害が発生した場合

（（４）の場合を除く） 
業務停止１５日 

（４）（１）の場合において、当該関係者の損害の程度が大であると認められる

場合 
業務停止３０日 

 
 
 



国●●●●●第●●●号

令 和 ２ 年 ● 月 ● ● 日

●●●●株式会社

代表取締役 ●● ●● 殿

国土交通省

●●地方整備局長

●● ●●

勧 告 書

貴社においては、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和２年法律第６０

号。以下「法」という。）を遵守し、特定賃貸借契約に関する業務の適正な運営の確保

に努めるよう、行政手続法（平成５年法律第８８号）第２条第６号の規定に基づき、別

紙記載の理由により下記のとおり勧告する。

記

１ 今回の違反行為の再発を防止するため、少なくとも以下の事項について必要な措置

を講じること。

（１）今回の違反行為の内容及びこれに対する勧告内容について、役職員に対し、速

やかに周知徹底すること。

（２）法令の遵守を社内に徹底するため、社内研修・教育の計画を作成し、役職員に

対し継続的にこれを実施すること。

（３）日常の業務運営に関しての調査・点検を行うとともに、社内の業務管理体制の

整備に努めること。

２ 上記１について講じた措置（貴社においてこれ以外に講じた措置がある場合には当

該措置を含む。）を速やかに文書をもって報告すること。

また、今回の勧告以前において、既に講じた措置がある場合は、併せて報告するこ

と。

(様式)



（ 別 紙 ）

理 由 書

貴社は、●●●～～～

これらのことは、法第●条第●項の規定に違反する。



国●●●●●第●●●号

令和●年●月●●日

株式会社●●

代表取締役 ●● ●● あて

国土交通省

●●地方整備局長

●● ●●

指 示 書

賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和２年法律第６０号。以下「法」

という。）第３３条第●項の規定に基づき、別紙理由書記載の理由により、下記のとお

り指示する。

なお、この処分に不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

の定めるところにより、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以

内に、国土交通大臣に対して審査請求をすることができる（この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内であっても、処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過したときは、審査請求をすることができない。

また、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、この

処分があったことを知った日（当該処分につき審査請求をした場合においては、これ

に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に国を被告と

して（訴訟において国を代表する者は法務大臣となる。）、取消訴訟を提起することが

できる（この処分又は裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内で

あっても、処分又は裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、取消訴訟を

提起することができない。）。

記

１ 今回の違反行為の再発を防ぐため、少なくとも以下の事項について、必要な措置

を講ずること。

（１）今回の違反行為の内容及びこれに対する処分内容等について、役職員に対し

速やかに周知徹底すること。

（２）法及び関係法令の遵守を社内で徹底するとともに、社内研修・教育の計画を

作成し、役職員に対し継続的にこれを実施すること。

（３）日常の業務運営に関しての調査・点検を行うとともに、社内の業務管理体制

の整備に努めること。

特に、賃貸住宅の管理業務等及びその遂行に関する業務の適正な運営を確保

するため、必要な措置を講ずること。

２ 前項各号について講じた措置（貴社において前項に係る措置以外に講じた措置が

ある場合はこれを含む。）を、令和●年●月●●日までに文書をもって報告すること

とともに、当該措置の実施状況を概ね６カ月後に文書をもって報告すること。



（ 別 紙 ）

理 由 書

貴社は、●●～～した。

このことは、法第●条第●項に違反する。



国●●●●●第●●●号

令和２年●月●●日

株式会社●●

代表取締役 ●● ●● 殿

国土交通省

●●●●●●局長

●● ●●

業 務 停 止 命 令 書

賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和２年法律第６０号。以下「法」

という。）第３４条第●項の規定に基づき、別紙理由書記載の理由により、下記のとお

り業務の停止を命ずる。

なお、この処分に不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

の定めるところにより、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以

内に、国土交通大臣に対して審査請求をすることができる（この処分があったことを

知った日の翌日から起算して３月以内であっても、処分があった日の翌日から起算し

て１年を経過したときは、審査請求をすることができない。）。

また、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、この

処分があったことを知った日（当該処分につき審査請求をした場合においては、これ

に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に国を被告と

して（訴訟において国を代表する者は法務大臣となる。）、取消訴訟を提起することが

できる（この処分又は裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内で

あっても、処分又は裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、取消訴訟を

提起することができない。）。

記

１ 停止を命ずる業務の範囲

特定賃貸借契約に関する業務の全部

２ 期 間

令和●年●月●日から令和●年●月●日までの●日間



（ 別 紙 ）

理 由 書

貴社は、●●～～

このことは、法第●条●に違反する。



(参考)監督処分の決定に至るプロセス（サブリース）

電話による情報提供 申出制度による情報提供 報告徴収・立入検査（定期）

申出制度対象 申出制度対象外

事実確認(必要に応じて詳細確認)

国による調査(任意聴取・報告聴取・立入検査等)

（内容に応じて）
情報提供として処理

疑義あり 疑義なし

監督処分の対象となる可能性有り
（指示処分・業務停止処分）

行政指導の対象となる可能性有り
（文書勧告・口頭指導等）

本省・本店地整へ報告(報告様式１・４)

本省・全地整へ報告(報告様式３)

本省・本店地整へ報告(報告様式１・２)

弁明の機会の付与

指示処分・業務停止処分 文書勧告・口頭指導等

勧告書の写しを本省・本店地整へ提出

※原則、申し出制度に誘導



業務停止日数を３／２に加重

①行為の態様が特に悪質である
場合

②損害が発生し又は発生が見込
まれる損害の程度が特に大き
い場合 等

加重

指示処分・業務停止処分に係る基本的な考え方

基本となる処分 情状による加重・軽減
違反行為に対する
処分内容の決定

違

反

行

為

◆業務停止処分が課されると考えられる例◆

・行為態様が悪質な事例
⇒勧誘時に、面会を強要したり拘束するなどし
て相手方を動揺させるような行為を常習的に
行っている場合 など

・大きな実損が発生している事例
⇒全国展開する業者が重説時に賃料減額リスク
等の説明をせず事後大きく賃料が減額し、全
国的なトラブルとなり社会問題化した場合
など

指示

業務
停止

特
定
転
貸
事
業
者
及
び

勧
誘
者
（
個
人
オ
ー
ナ
ー
も
含
む※

）

＜考慮要素＞

・態様の悪質さの程度

（暴力・詐欺的態様等）

・損害の有無、損害の程度

必要と認め
られる場合

指示に軽減

①損害に対する補填の内容が
合理的かつ対応が誠実であ
る場合

②直ちに違反状態を是正した
場合 等

軽減

業務停止日数を３／４に軽減

①損害が発生し、又は発生が
見込まれる損害の程度が軽
微である場合

②損害の一部又は全部を補填
した場合（上記②を除く）

指示
（業停からの軽減）

業務停止

業務停止
（日数加重）

※たとえ個人オーナーであっても本法の勧誘者に該
当する。そのうえで当該個人オーナーに監督処分
等が課されるかは、違反行為の態様の悪質さ、関
与の度合いなど諸般の事情を総合的に勘案し、
判断することとなる。

業務停止
（日数軽減）

指示

処分内容決定

加重
業務停止日数を
３／２に加重

違反者の常習性によ
る加重(再犯加重）




